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Ⅰ 視察期間 

  平成２９年１１月８日（水）～平成２９年１１月１０日（金） 

 

Ⅱ 視察日程と場所及び目的 

  ８日 ① 佐賀県鳥栖市鳥栖スタジアム（地域スポーツ推進課） 

       「地域スポーツ推進による地域の活性化について」 

         スポーツが地域に及ぼす影響 

     ② 佐賀県多久市 

       「温泉保養宿泊施設再整備について」 

         閉鎖した施設の再整備とクリーンセンターの連携 

  ９日 ① 長崎県長崎市 

「包括ケアまんなかラウンジ」 

  在宅介護の取組   

        

  １０日は帰路のみ 

 

 

Ⅲ 参加議員 

  高山市政クラブ  渡辺 甚一  今井 武男  溝端 甚一郎 

           松葉 晴彦  北村 征男  沼津 光夫  

 榎 隆司   

 

Ⅳ 視察先の内容 

 １ 鳥栖スタジアム「地域スポーツ推進による地域の活性化について」 

  （１） 概要 

       鳥栖市が建設整備した施設であり、健康福祉みらい部スポーツ振興課が

施設内の事務所で直接管理運用をしている。 

       日本プロサッカーリーグ（Ｊリーグ）に加盟するサガン鳥栖のホームス

タジアムで、平成２０年以降、福岡県久留米市の健康食品会社「ベストア

メニティ」が命名権を取得しており「ベストアメニティスタジアム」の呼

称を用いている。 

 

 

  （２） 立地・経緯 

       ＪＲ鳥栖駅構内にあった鳥栖機関区及び鳥栖操車場跡地に建設され、平

成８年６月に開場した。トラックを持たない球技場としては佐賀県内最大



の規模で、鳥栖駅から３分、車でも鳥栖ＩＣから約１５分と立地条件に恵

まれている。 

       鳥栖スタジアム完成は、Ｊリーグ創設間もない１９９６年。当時の人口

約５万７千人の小さな街に、収容人員２万５千人、当時としては珍しい屋

根付球技場専用スタジアムが完成。 

   

 

（３） 特徴 

     ピッチの四辺に平行に全面二層式のスタンドが設けられており、ピッチ

レベルを１階とみなしているため、下層スタンドを２階席、上層スタンド

を３階席としている。鉄筋コンクリート構造のスタジアム躯体（２階席）

の上部に鉄骨構造で組み上げられた３階席のスタンドが設けられている。

スタンドの屋根を支える鋭く尖った鉄骨の柱は、「弥生の里」といわれる鳥

栖市から出土した弥生時代の細形銅剣をモチーフにデザインされたもので

ある。メインスタンドとバックスタンドは２階・３階とも全席個別席で、

足がすくみそうなほど急峻なスタンド（傾斜角度４０度）は選手の息遣い

が聞こえそうな程ピッチを近くに感じさせる。バックスタンド２階席の両

端を除いてはほぼ全面が屋根に覆われている。一方、両サイドスタンド（ゴ

ール裏）は２階席が座席のない立ち見席、３階席は個別席となっており、

２階席最上段のレベルで両スタンドを結ぶ通路となっている。 

     大型ビジョン（映像表示装置）は、アウェー側サイドスタンドとバック

スタンドの間の通路部に平成１８年に設置し、照明設備は屋根と一体型と

なっている。 

フィールドに広がる緑の絨毯のような天然芝（夏用と冬用の芝の二種類を

植えている）は、自動給排水システムにより１年を通じて管理されている。 

 

＜施設の内容＞ 

◆ 建築年     平成８年６月 

◆ 敷地面積    ３６，１１８㎡ 

◆ 構造・規模   ① フィールド  天然芝 ９，７５０㎡ 

                   （125ｍ×78m） 

        ② スタンド 

        ・構造  １階・２階鉄筋コンクリート     

             ３階鉄骨 

        ・屋根  メインスタンド・バックスタンド 

        ・建築面積 １０，３３０㎡ 

        ・延床面積 ２０，９３２㎡ 

        ・収容人数 ２４，４９０人 



        ③ 駐車場 約１，８００台 

◆ 建設費   ６９．５億円（別に用地費３０．８憶円） 

 

 

＜サガントス後援会員の状況＞ 

◆ 会費    個人：１口１０，０００円 

法人：１口５０，０００円  

入会金は無料 

◆ 会員数   個人：５２８人 法人：５９団体 

       （２０１７年４月末） 

 

＜サガントスの理念＞ 

◆ 「人づくり」「まちづくり」「夢づくり」の実現のため努力したします。 

◆ 地域の人々に「愛され」「親しまれる」クラブ創りを目指し努力いたし

ます。 

◆ 常に前進し未知のものへ挑戦いたします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

   ＶＩＣＴＯＲＹの「Ｖ」をイメージ     マスコット「ウィントス」 

 

 

（４） 鳥栖スタジアムヒストリー 

  ① 鳥栖スタジアムデビュー 

    １９９６年６月１６日オープン、これら落としのカードは鳥栖フ ューチ

ャー対本田技研選、当時のリーグ最多記録となる２万６８６人の観客記録

をつくる。 

   

② サポーターの願いが届く 

  スタジアム建設に先立つ１９９４年、鳥栖市にプロサッカークラ ブ「鳥栖

フューチャーズ」が誕生、鳥栖市は九州で初めてプロサッカーチームのホー

ムタウンとなった。 

  チームには、元日本代表ＧＫ松永選手、カメルーン代表タタウ選手そしてウ



ーゴ・マラドーナ選手らが在籍し毎年のように昇格に絡んでいたがあと一

歩で届かず、１９９６年シーズン終了後、運営会社の巨額な赤字になり突如

チームの解散が発表。鳥栖から「Ｊのともし火」を消すまいとサポーターが

決起し署名活動を実施。全国から約５万人の署名が集まり、１９９７年２月

にＪリーグより新チーム「サガン鳥栖」の設立が認められた。 

 

③ 子ども達の夢の実現「スタジアムを満員にしたい」 

  市内の小中学生の夢をかなえるための市の事業「夢プラン２１」において

「スタジアムを満員にしたい！！」という小学生の夢に取組み。小学生によ

るチラシ配りやテレビで出演など、子ども達と地域が一体となり集客活動

を展開、「夢」だった満員には届かなかったものの、歴代２位の１８，２３

１人の観客を記録した。 

 

       

（５） 地域とクラブが一緒にできること 

  ◆ 「シーズンカレンダー」を作成・配布 

    サガン鳥栖を知ってもらいたい、スタジアムに足を運んでもらい たい、

そのためには市民への浸透とホームゲームへの誘導を図る必要。まずは市

民に身近に感じてもらうために、ホーム＆アウェーの試合が一目でわかる

「シーズンカレンダー」をサガン鳥栖と連携して作成し、市内全戸（約２

万５千世帯）に配布。 

   

◆ 「鳥栖市民デー」の開催 

      老いも若きも、市民がスタジアムに集い「おらがチーム」を一緒に応援す

る「鳥栖市民デー」と銘打った冠試合を毎年１試合実施。市民招待や市民

限定来場記念品のプレゼント、市民による始球式、子どもたちによる選手

と手をつなぎ入場など、サガン鳥栖と連携して、市民を挙げて応援する「鳥

栖市民観戦の日」を設けている。  

 

  ◆ 「スタジアム」を開放 

    サッカー教室のほか、ラクビー、グランドゴルフ大会、運動会等の貸し出

し、文化イベント等多目的に使用され、トレーニングルーム・会議室の貸

し出しも行っている。 

   

 

（６） 市役所ができること 

  ◆ 鳥栖市のホームゲーム集客支援本部を設置 

    庁内におけるサガン鳥栖支援の取組みを広げるため設置。副市長 を本部



長とする集客支援本部では、支援のアクションプランを策定し、全庁体制

で具体的取組みを展開し、職員は率先して年間パスポート等を購入し、全

部課長が営業職員として、自らチケット斡旋や試合告知のビラ配布を行っ

ている。 

 

 ◆ 職員応援デー・アウェー応援バスツアー 

全職員を対象に「職員応援デー」や「アウェー応援バスツアー」を実施。

「職員応援デー」には、市長を先頭に職員、家族を含め約４００人が参加。

「アウェー応援バスツアー」は、近隣のアウェーゲームへのバスツアーを

実施している。 

 

  ◆ 応援ポロシャツ着用による応援 

    職員の一体感を高め、来庁されたみなさんにもサガン鳥栖をＰＲし、支援

の輪をひろげるため職員発案による応援ポロシャツを作成しクールビズ期

間中（５月～９月に着用している。 

 

  ◆ クラブと佐賀県と連携 

    サガン鳥栖を全県的に支援していくため、平成１６年９月、県内の全市町

村（当時４９市町村）と各種団体等で佐賀県プロサッカー振興協議会を設

立。ホームタウンである鳥栖市は、平成１６年度から同協議会へ補助金を

交付し、平成２０年度からは職員１名を派遣している。また、平成２０年

度にはクラブ経営安定化を図るため、鳥栖市と佐賀県がそれぞれ３００万

円を出資している。 

 

 

（７） 課題 

  ・ 優秀な選手の確保と人件費高騰化（Ｊ１残留に多額な費用が必要） 

  ・ 会員の増加やスポンサーの確保（近隣の自治体との連携をも図る） 

  ・ 駐車場の確保 

  ・ 住宅等が増えたことによる、音響・照明・交通量等の対応 

     

 

（８） 考察 

    市民と行政が本当にチームを「おらがチーム」として愛し盛り上げている

取組みが凄いと感じた。岐阜県にもプロサッカーチーム「ＦＣ岐阜」がある。

しかし、それだけの盛り上がりが少ないように感じる。地域に溶け込む機会・

県民が盛り上げていける雰囲気が出てくるにはいろんな企画が必要なのかも

知れない。特に飛騨地域との関係が薄く感じる。今以上にシーズンオフに飛



騨地域にきて「サッカー教室」等の対応があればファンも増加する。また、芝

生等を完備した施設も必要である。 

     スタジアムの建設の決断は、地域再生化計画時に当時の市長が地域を元気に

したい思いから判断されたとのこと。 

身近にプロのスポーツを見たり、選手との交流を通じて地域の子ども達の夢

を実現させる後押しにもなることと考える。 

高山にはハンドボールのプロチームがあるが、もっと小学生に興味を持って

もらい試合を見る機会を積極的に企画する必要もある。 

行政としても支援を考える必要があると感じた。 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 ２ 多久市「温泉保養宿泊施設再生整備について」 

  （１） 多久市の概要 

      佐賀県の中央に位置し、九州横断自動車道のインターチェンジをもち、県

都佐賀市と唐津市、伊万里市などとつなぐ交通の要衝地となっている。町

村合併促進法により、昭和２９年５月１日に北多久町、東多久村、南多久

村、多久村、西多久村の１町４村が合併し市制を施行した。当時は石炭産

業全盛期のころで、市内には石炭鉱業所が数多くあり人口も約４万７千人

を有したがエネルギー革命による石炭産業の衰退とともに人口は激減し

た。このため、企業誘致や定住促進事業による人口増対策を推進するとと

もに、下水道事業や多久駅周辺開発等による住環境整備等により市勢の浮

揚を図り雇用の拡大を図るため企業誘致活動に努め、現在２８社が操業さ

れている。 

     ＜市の概要＞ 

        人口：１９，８１３人 世帯数：７，８３６世帯 

        面積：９６．９６平方キロメートル 

                  （Ｈ29.4.1 現在） 

 

 

  （２） 温泉保養宿泊施設の利活用についての経緯 

    ◆ 市が平成２４年５月に「多久・小城地区広域クリーンセンター建設用地」

として取得した用地内に、平成１９年８月まで民間業者が経営していた温

泉保養宿泊施設（ホテル）を、施設を雇用の創出、市内経済の活性化、交

流人口・観光人口の増加等、市の活性化に資することを目的に、温泉保養

施設として営業開始できるように改修し民間業者に１０年間無償貸与を

することにした。 

 

    ◆ 民間企業が運営していた「ゆうらく」の経緯 

      ・平成 ４年       シェスタパティオ 屋外プール 

      ・平成 ８年       ゆうらく 温泉・屋内プール・ホテル 

                   平成８年来場者 ４２７，７８７人 

      ・平成１３年       たくさん館 物産館・焼肉・展示 

      ・平成１４年       ホテル別館（１２室） 

      ・平成１８年 ８月３１日 閉鎖 

                   平成１７年来場者２７２，５０８人 

      ・平成１８年１１月    民間企業に売却 

      ・平成１９年 ３月２１日 新生「ゆらく」オープン 

      ・平成１９年 ８月３１日 新生「ゆうらく」閉鎖 



 

    ◆ 再生の経緯 

  年 月 日 内        容 

平成２４年 ３月２６日 庁議において旧ゆうらく跡地を多久・小城地区

クリーンセンター建設用地として取得の方針

を決定 

 ５月１０日 佐賀地方裁判所より「ゆうらく跡地」の売却許

可決定が確定 

 ５月１８日 多久市議会臨時会において、財産（ゆうらく跡

地）取得の議案が議決 

 取得額 ７８，８４４，８００円 

 敷地面積 １０５，８０７㎡ 

平成２５年 ３月１２日 多久・小城地区広域クリーンセンター建設委員

会発足 

平成２６年 ７月１５日 庁内で広域クリーンセンター建設推進プロジ

ェクトチームを設置 

 １１月２０日 市から建設委員会に地域振興策（新設の温欲施

設９のイメージ図、施設外観、平面図、グラン

ド整備の案を提示 

委員から、宿泊施設機能やコンベンションホー

ルを持つ既存施設「旧ゆうらく」を再整備し利

活用できないかの意見が出された。 

 １１月下旬 ２社に施設の利活用が可能かどうか検討依頼 

 １２月下旬 Ａ社「周辺人口が少なく民間収益事業を独立採

算で行うことは難しい」との回答 

平成２７年  ４月３０日 B社より回答 

【提案内容】 

・土地・建物の賃貸料は１０年間は無償とする 

・営業開始に伴う改修工事の整備は市で負担

する 

・開業後の経営に関する運転資金等や施設の

管理、修理等は当社が負担する 

・市主催の会議・式典等は、会場費を無償とす

るが、飲食費は有料とする 

【提案を受け市の検討課題】 

・施設改修費用の把握と財源対策 

・持続可能な運営ができるかどうかの見極め



が必要である（公費を投じるとなれば最低１０

年は運営ができること） 

  ５月 当時ゆうらく施設を建設した業者に改修工事

費積算依頼  概算で約１５億と判明 

  ９月１６日 臨時課長会を開催 

①ゆうらく跡地にクリーンセンターの整備を

行い、他に何らかの活性化施設も整備する必要

がある 

②財政面からランニングコスト等を考えると

公設民営が望ましい。また、市が公共事業で施

設を改修し、民間企業に運営を依頼する方が地

方創生の特別枠の過疎債を活用することがで

き、施設改修費用等の財源確保が通常の過疎債

活用より見通しも明るい 

③民間企業に運営を依頼する場合は、多額の施

設改修費用を投じることになるので、議会や市

民等への十分な説明が必要 

 １０月 ７日 庁議においても、広域クリーンセンター建設推

進プロジェクトチーム会議や臨時課長会等の

議論も踏まえ、ゆうらくの利活用を推進する方

針を決定 

 １０月１９日 市議会全員協議会で利活用の方針について説

明 

平成２７年 １２月１８日 温泉保養宿泊施設再生整備事業 債務負担行

為（H27～２９）について可決 

総額１，８００，８５１千円） 

 １２月下旬 公募スタート 

平成２８年  ９月２１日 ９月市議会定例会に「温泉保養宿泊施設改修工

事（建築・設備）の請負契約締結について」の

議案を提出 

  ９月２３日 施設改修工事着工（工期１年間） 

建築改修工事費  ６３８，２８０，０００円 

設備改修工事費  ９３５，２８０，０００円 

平成２９年  ５月１０日 ５月市議会臨時会に「温泉保養宿泊施設改修工

事（建築・設備）の請負契約の一部変更につい

て」の議案を提出 

（高齢者専用スペース※債務負担行為枠外） 



建設改修工事費  ３５，９７８，０４０円増 

設備改修工事費  ２４，３３３，４８０円増 

  ８月 ４日 ８月市議会臨時会に「温泉保養宿泊施設改修工

事（建築・設備）の請負契約の一部変更につい

て」の議案提出 

建築改修工事費  ２２，２９３，３６０円増 

設備改修工事費  ５９，５４３，４００円増 

  ９月２９日 施設改修工事完了 

 １０月 １日 施設の利活用事業者に引渡し 

営業開始の準備が整い次第営業開始 

（H30.２予定） 「TAQＵA（タクア）｝ 

 

 

  （３） 温泉保養宿泊施設の概要 

    ◆ 建物 

      ・本館（鉄骨・鉄筋コンクリート造）地下１階、地上５階建 

 平成７年１２月建築  １２，９２４．０５㎡（延べ床面積） 

      ・ホテル別棟（鉄骨造） 地上４階建 

       平成１４年７月建築   １，２７６．０９㎡ 

      ・店舗（鉄骨造） 地上２階建 

       平成１３年１２月建築  ２，２９３．７８㎡ 

      ・源泉井戸機械室（コンクリートブロック造）地上１階建 

       平成元年８月  １９．０５㎡ 

 

    ◆ 土地 

      ・ホテル、ホテル別棟、店舗  約４３，７５０㎡ 

      ・源泉井戸機械室        ２２２．８９㎡ 

 

 

  （４） 考察 

      旧施設の設備等を多額の費用を投じて修繕をした施設で、高山市にあった

「クアアルブ」よりも宿泊施設でもあることから壮大なものであった。雇

用を生み出すこと、観光客誘致等期待できると思うが、年間最低２０万人

は確保したいとのことであるが、近隣に娯楽的な施設や観光の目玉が無い

中、はたして来場が期待できるだろうか。ランニングコストも多額になる

ことから心配ではある。 

      しかし、今後同地域にはクリーンセンター、リサイクルセンター、スポー

ツ施設等ができることは羨ましい。スポーツ施設ができたら、合宿等でホ



テルも回転率が上がるし、若者の来場も期待できる。 

      施設内にはカラオケルーム、宴会場（ステージ付き）も整備されるとのこ

とから、泊客も増加するかもしれない。 

      高山の「クアアルプ」も行政と民間とがタイアップし思い切った企画等を

していたら閉鎖せず継続できたかもしれない。また、高山もクリンセンタ

ーで揉めているが、娯楽施設やスポーツ施設との融合を考えたら、もっと

市民の理解も得られるのではないかと考え

る。 

 

 

 

右記図面は新施設見取り図 

① 保養施設  

② 道路 

③ 広域クリーンセンター 

④ リサイクル建設地 

⑤ スポーツレクレーションセンター建設予定地 

⑥ 同上 

       

 

下記２枚の写真は施設の上空写真 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

施設内と施設入り口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記２枚は多久市での説明風景 

 

 

 

 

                             左記は多久市役所前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 ３ 長崎市「長崎市包括ケアまちんなかラウンジについて」 

  （１） 長崎市の沿革と概要 

      長崎の地名は、この地が長い岬状の地形をしていたことから起こったとい

われており、長崎の発展の歴史は、元亀元年（１５７０年）ポルトガルの

宣教師フィゲイレドによって良港であることが発見され、翌年、領主大村

純忠によって開港されたときに始まる。 

      市域面積は東西約４２Ｋｍ、南北約４６Ｋｍにおよび４０６．４７Ｋ㎡に

達する。市域のほとんどが山に囲まれており平地が少ない。 

      

    ＜現況＞ 

   区  分 現在（Ｈ２９．３末） ２０２５年推計値 

 総人口  ４２８，８２３人  ３９４，３６１人 

 高齢者数  １２９，５４３人  １３７，０５２人 

 高齢化率    ３０．２％    ３４．８％ 

 軽度の認知症者   ３０，６３８人   ３７，４１５人 

 認定率    ２３．７％    ２７．３％ 

       ◆原爆被爆者は約３万人で高齢化（平均年齢８０．３２歳） 

       ◆軽度の認知症認定者が多い 

  

 

  （２） ラウンジ設置の経緯 

      長崎市医師会においては、国のがん対策のモデル事業（緩和ケア普及のた

めの地域プロジェクト）として、平成２０年４月に「長崎がん相談支援セ

ンター」を設置し、市民等から緩和ケアに関する相談、在宅療養に向けた

支援等の活動を行ってきたが、平成２３年３月で終了することになった。 

長崎市としては、平成２３年度から実施する「長崎市第四次総合計画」に  

おける個別施策「地域医療提供体制の充実を図ります」に合致する事業で

あることから、同年度からは、長崎市が事業主体となり、発展的に事業を

継承することとなった。 

事業内容については、病気や障害により療養を余儀なくされた患者やその 

家族が安心して療養の場所を選択し生活ができるよう、これまで医師会が

行ってきた「医療支援機能」に加え、介護・福祉の相談等の「包括的支援

機能」を併せ持つ総合相談窓口を設置するとともに、市民等への在宅医療

に関する普及啓発等の事業を実施するものである。 

さらに平成２８年４月からは市全域の医療・介護・福祉の総合相談窓口と

しての機能に加え、医療・介護連携の拠点として地域包括ケア推進に向け



た多職種連携の拠点、在宅での看取りの支援、地域の医療・介護資源の把

握、市民啓発に取り組んでいます。 

 

 

  （３） 事業概要 

      ① 設置場所  長崎市江戸町６番５号 江戸町センタービル２階 

      ② 開設年月日 平成２３年６月６日 

      ③ 開設時間  月～土曜日：午前９時～午後５時、日祝日：閉所 

      ④ 委託先   一般社団法人長崎市医師会 

      ⑤ 職員体制  ７人（すべて専任） 

              管理者１名、看護師３名、介護支援専門員１名 

              事務職２名 

⑥ 事業費    介護特会  ３４，０７０千円（平成２９年度予算） 

⑦ 事業内容 

       ア 総合相談支援業務 

          地域住民やその家族が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、

医療・介護・福祉についての様々な相談に関するワンストップ機

能を備えた総合相談窓口としての相談・支援を行う。 

     ＜相談者数＞ 

区分 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 

相談者数計   １，９１４人   ２，１０８人   ２，３４９人 

  医療相談     ７４４     ８７９     ９８９ 

  難病相談     ９０５     ９６７   １，０８９ 

  介護・福祉相談     ２６５     ２６２     ２７１ 

 

     ＜関係機関との連携＞ 

区分 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 

相談件数計     ５７３件     ５６５件     ６４０件 

  病院・診療所     ２８９     ３０８     ３１１ 

  地域包括支援 

センター 

 

     ４４ 

 

     ４５ 

 

     ８１ 

  介護・福祉施設     １１０      ８５     １１１ 

  行政その他     １３０     １２７     １３７ 

 

         イ 地域住民への普及啓発業務 

           市民、患者とその家族、施設従事者を対象とした在宅医療・介

護に関する講座等を開催し、またパンフレットの作成・配布等



により地域住民の在宅医療、介護連携の理解を促進する。 

            ・まちんかなサロンの開催 

            ・市民健康講座の開催 

            ・在宅医療講座の開催 

            ・緩和ケア講座の開催 

           ・出張講座の開催 

           ・ピアサポーター講座の開催 

           ・その他普及啓発に関する業務 

 

         ウ 在宅医療・介護連携推進事業 

           Ａ 地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅

医療・介護連携の現状を把握し、在宅医療・介護連携の現

状の把握と課題の抽出・対応策等の検討を行う。 

              ・まちんなかラウンジ連携調整会議の開催 

              ・ブロック別医療・介護連携構築検討会の開催 

            

Ｂ 切れ目なく在宅医療と在宅介護が一体的に提供される体  

制の構築に向けて、必要な具体的取組を行う。 

   ・がん診療連携拠点病院における緩和ケアカンファレン

ス等への参加促進支援 

   ・在宅医療連携促進講座の開催 

   ・在宅看・看講座の開催 

 

Ｃ 地域の医療・介護関係の連携を実現するため、多職種のグル

ープワーク等の研修を行う。 

   ・在宅医療推進多職種連携研修の開催 

   ・在宅医療推進連携講座の開催 

   ・在宅医療ステップアップ講座の開催 

   ・医療関係者に対する介護面の研修の開催 

   ・介護関係者に対する医療面の研修の開催 

 

 

（４） まちんなかラウンジと地域包括支援センターの違い 

    ◆ 包括ケアまちんなかラウンジ 

介護保険法に基づく地域支援事業の医療・介護連携（委託） 

医療と介護・福祉に関する総合相談窓口、医療・介護連携推進の窓口とし  

て設置 

在宅医療・介護連携に関する相談支援 情報提供、連絡支援 



がん・難病その他の疾病に関する相談支援 

対象が長崎市全域生活圏域 

市民、がん・難病その他の疾病患者・家族 

職員は、看護師、介護支援専門員 

 

◆ 地域包括支援センター 

介護保険法に基づく地域支援事業（委託） 

介護保険法第１１５条第１項 

第２号から第５条まで揚げる事業（包括的支援事業） 

対象が中学校区を単位とした生活圏 

高齢者（６５歳以上）介護保険対象者 

職員は、主任介護支援専門員、保健師、社会福祉士 

 

 

（５） 考察 

    市全域的に包括ケアが出来るのは、医師会が中心で行っていることが一番大き

い。医師会が行っているため在宅介護も進められるし、情報の共有ができてい

ることも凄いことである。 

    介護保険の改正が検討され、在宅での介護を促進され健康増進に努めた自治体

に補助金を出すようなシステムが今後導入されようとしている中、医師会が中

心となって取り組んでいることは、各施設等の相談もスムーズにでき、施設や

自宅での介護から看取りまで一貫して実施できることは、本人のためにも家族

のためにも有り難いシステムである。 

高山では現状困難なことであるが、医師会との連携はこれからの高齢化社会に

は不可欠であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 


